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まえがき 
 

本報告は、プロジェクト「2015 年関西地域間産業連関表の作成と利活用」の

2023 年度の研究成果を取りまとめたものである。同表は関西 2 府 8 県（大阪

府・兵庫県・京都府・奈良県・和歌山県・滋賀県・三重県・福井県・徳島県・鳥取県）

と関西以外の地域を対象とする唯一無二の地域間産業連関表である。 

昨年度は、未公表であった奈良県表の暫定版を独自作成し、それを組み込んで

「2015年 APIR関西地域間産業連関表（暫定版）」として作成結果を報告した。

今年度は奈良県表が公表されたため、それを暫定版と差し替えて「2015 年

APIR 関西地域間産業連関表（確定版）」を作成した。さらに、それらを用いて「阪

神・オリックス優勝」や「大阪・関西万博」、「訪日外国人旅行客に対する観光の周

遊化促進」の経済波及効果の詳細な分析を行った。 

APIR 関西地域間産業連関表の作表上の大きな特徴として、サービス部門の取

引把握の精度向上のために、WEB アンケート調査を実施し、その結果をもとに部

門別地域間交易マトリックスを作成していることが挙げられる。とくに観光イベント

などの経済波及効果試算においてはサービス部門の精度向上はきわめて大きな

意味を持つ。また、本プロジェクトでは産業連関表の作表過程や経済波及効果の

前提条件や算出方法の詳細を可能な限り明示し、経済波及効果に関心を持たれ

る方にとって「再現可能」であることを目指している。 

これらの研究成果が、自治体の担当者にとっても政策形成を行う上での重要な

指針となるだけでなく、関西経済の現状および構造的特徴を理解する際の貴重な

資料として活用されることを期待している。 
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概要 
 

 本稿はアジア太平洋研究所プロジェクト、「2015 年関西地域間産業連関表の作

成と利活用」研究会の2023年度活動報告書である。本報告書は、以下の2つのパ

ートから構成されている。 

 第 1編は、平成 27年奈良県産業連関表が令和 5年末に公表されたことを受けて

再推計した「2015 年 APIR 関西地域間産業連関表（確定版）」の作表について述

べている（第1章）。奈良県表の暫定値から公表値への差し替えの結果、生産誘発の

目に見える変化は奈良県にとどまっており、奈良県以外の地域においては微小な変

化しか生じていないことなどを示している。 

 第 2編では、「2015年 APIR関西地域間産業連関表」による経済波及効果の分

析事例を取り上げている。 

 第 2章は、阪神タイガースおよびオリックス・バファローズの優勝の分析に加え、クラ

イマックスシリーズ、日本シリーズ、その後の優勝関連セール及び優勝パレードによる

経済波及効果も含めた「決定版」となるレポートとなっている。 

 第３章は、大阪・関西万博の経済波及効果について最新データを踏まえた試算を示

すとともに「拡張万博」の重要性について主張している。「拡張万博」とは、「万博のテ

ーマ・時間軸・空間軸の概念を拡張し、関西全体を仮想的なパビリオンに見立て、万

博本体では実施しにくい事業も含めて様々な経済活動を展開する取り組み」を指し、

「拡張万博」により大きな成果が生まれることを、試算結果をもとに示している。                     

 第 4 章では、関西における訪日外国人旅行客に対する観光の周遊化促進に関する

取り組みを紹介した上で、関西観光本部による山陰海岸エリアでの高付加価値ツア

ーを取り上げ、周遊化促進の経済効果を試算した結果が示されている。その結果から

は、周遊化促進・高付加価値化は当該地域のみならずより広く関西全域に経済波及

効果をもたらすことを明らかにしている。 
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第１章 2015年関西地域間産業連関表(確定版)の作成 
 

下田充 

 

平成 27 年奈良県産業連関表が令和 5 年 12 月 26 日に公表されたことを受

けて、APIR 関西地域間産業連関表を再推計した。再推計に際しての変更は、元に

なる奈良県産業連関表を従来の暫定値から公表値に差し替えた点のみであり、他

の情報及び推計の手順は従前と全く変わらない。 

地域間表の作成という観点から重要なのは地域間の交易であり、この差異を地

域間表に展開する前の奈良県表における移輸入率の変化により確認する。まず、移

輸入率に関する差し替え前と後の相関係数は 0.959 である。変化の方向としては、

移輸入率が差し替え前よりも上昇した部門が51、低下した部門が38、変化しない

部門が 10 である。差し替え前後の移輸入率はある程度近い値をとりつつも、移輸

入率が上昇した部門が相対的に多い。この傾向は、移輸出率についても同様であ

る。 

奈良県における移輸入率の上昇は、県内の生産誘発を低下させる方向に作用す

る。同様に、奈良県における移輸出率の上昇は、他県の生産誘発を低下させる方向

に作用する。このことによる定量的な帰結を APIR地域間産業連関表におけるレオ

ンチェフ逆行列の列和により確認する1。表 1-1 は、差し替え前と差し替え後のレオ

ンチェフ逆行列の列和を比較し、奈良県、奈良県以外の関西各県、その他地域の 3

地域区分で変化の方向をまとめたものである。「部門数」とある列は、差し替えによ

り列和が上昇した部門、低下した部門、変化しない部門の数を示している。相対的

に移輸入率が上昇したことを反映し、奈良県では低下した部門数が 74 と上昇した

部門の 26を上回っている。奈良県以外の関西各県も傾向は同じである一方、その

他地域は反対に、上昇した部門数が 89 と低下した部門数の 19 を上回っている。

すなわち、このことから明らかになる第一点の含意は、奈良県表の公表値への差し

替えにより、関西各県から生じる生産誘発は減少し、その他地域は増加したという

点である。ただし、定量的には、また異なる傾向が見てとれる。図表補論の「差分の

統計量」とある列は、差し替え前後における列和の差分に関する平均値と中央値を

示すが、奈良県の変化に比べて、奈良県以外の県・地域の変化はごく小さいことが

分かる。すなわち、第二の含意としては、差し替えによる生産誘発の目に見える変化

は奈良県にとどまっており、奈良県以外の地域においては微小な変化しか生じてい

ない。 

 

 
1 レオンチェフ逆行列の列和は、当該地域・当該産業における最終需要 1単位が誘発する生産の総額をあらわし、当該地

域・当該産業に対する需要から生じる生産誘発の大きさを反映する。 
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表 1-1 奈良県産業連関表差し替えによる逆行列の列和の変化状況 

 
出所：筆者作成 

  

上昇 低下 変化なし 平均値 中央値

奈良県 26 74 8 -0.0745 -0.0474

関西各県

(奈良県を除く)
99 842 31 -0.0004 -0.0002

その他地域 89 19 0 0.0007 0.0004

部門数 差分の統計量
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第２章 決定版：2023年阪神・オリックス優勝の地域別経済効果 
-リーグ優勝、ポストシーズン、優勝関連セール及び優勝パレードの総合分析-1 

 

APIR関西地域間産業連関表プロジェクトチーム2 

 

2023 年のプロ野球は、セントラル・リーグが阪神タイガース、パシフィック・リーグ

がオリックス・バファローズ、ともに関西に本拠地を置く球団が優勝した。またクライマ

ックスシリーズはセ・パ両リーグともリーグ優勝チームが勝ち上がり、59 年ぶりに関

西勢同士の対決、いわゆる「関西ダービー」が実現した。結果、日本シリーズは阪神

が 38年ぶり 2回目の日本一に輝いた。 

本稿は、高林ほか(2023)、APIR 関西地域間産業連関表プロジェクトチーム

(2023)での阪神タイガースおよびオリックス・バファローズの優勝の分析に加え、ク

ライマックスシリーズ、日本シリーズ、その後の優勝関連セール及び優勝パレードによ

る経済波及効果も含めた「決定版」となるレポートである。分析結果の概要は以下の

通りである。 

 

1. 全国で発生する経済波及効果総計は 1,607 億 3,300 万円、うち直接効果

は 719億 9,900万円、間接効果は 887億 3,300万円となった。 

2. 関西 2府 8県では経済波及効果は 935億 5,700万円であるが、関西を除

くその他地域では 671億 7,600万円。うち、関西が 58.2%、その他地域が

41.8%を占めており、その他地域では大部分が間接効果となっている。これ

は、関西での需要を満たすため、関西以外の他府県で一定の需要が発生して

いることを意味している。 

3. 関西各府県での効果をみると、うち大阪府は427億2,200万円(26.6%)、

兵庫県は250億8,700万円(15.6%)となっており、2府県で 42.2%と関

西地域(58.2%)の大部分を占める。 

4. 優勝関連セールについては、経済波及効果は大阪府(62.8%)が圧倒的な割

合を、優勝パレードについては大阪府(42.1%)、兵庫県(35.4%)と 2 府県

で効果の 77.5％を占めている。 

5. 今回のリーグ優勝、ポストシーズン及び優勝パレードの 2 府 4 県の経済波及

効果は関西の名目 GRP を 0.05%程度押し上げる。全国ベースでは名目

GDPを 0.01%程度押し上げる。 

 
1 本報告書はレポートの概要のみ掲載している。内容の詳細については APIR Trend Watch No.91を参照のこと

(https://www.apir.or.jp/research/13218/)。 

2 執筆者は高林喜久生大阪経済法科大学教授、入江啓彰近畿大学短期大学部商経科教授、下山朗大阪経済大学経済学部教
授、下田充日本アプライドリサーチ研究所主幹研究員、稲田義久 APIR研究統括、野村亮輔 APIR副主任研究員である。 
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第３章 大阪・関西万博の経済波及効果                       

-最新データを踏まえた試算と拡張万博の経済効果- 
 

 

APIR 研究統括/数量経済分析センター長 稲田 義久 

APIR副主任研究員 野村 亮輔 

APIR関西地域間産業連関表プロジェクトチーム3 
   
本稿の目的は、万博関連事業費などの最新データを踏まえた大阪・関西万博の経

済波及効果の試算を示すとともに拡張万博の重要性を主張するものである。今回の

試算の背景には COVID-19 パンデミックやロシアのウクライナ侵攻の影響によるイ

ンフレの加速と供給制約の高まりがある。このような環境下においても、大阪・関西万

博を開催することには重要な意義があるとわれわれは考える。万博開催が、関西経済、

ひいては日本経済の反転に向けてのチャンスであり、これを生かすことは、反転を実

現するための将来への投資でもある。分析結果の要約と含意は以下のとおりである。 
  

1. 今回の最終需要は、万博関連事業費 7,275 億円、消費支出 8,913 億円と

想定した。前回より前者は1,381億円(前回比+23.4％)、後者は1,047億

円(同+13.3％)の上振れとなった。 

2. 上記最終需要をもとに APIR 関西地域間産業連関表を用いて経済波及効果

を計算した結果、生産誘発額は夢洲会場のみで発生する基準ケースで 2 兆

7,457 億円、夢洲会場以外のイベントによる追加的な参加(泊数増加)を想

定した拡張万博ケース 1で 3兆 2,384億円、加えてリピーター増を考慮した

拡張万博ケース 2 で 3 兆 3,667 億円。前回よりそれぞれ 3,698 億円(前

回比+15.6％)、4,509 億円(同+16.2％)、4,849 億円(同+16.8％)と

上振れた。 

3. 得られた試算値は、最終需要が発生した場合、その需要を満たすために直接・

間接に一定の産業構造の下で、どの程度の需要が諸産業に発生するかを計

算したものであり、明瞭な供給制約がないことを前提としている。その意味で

本試算値は一定の幅を持って理解される必要がある。 

4. また、試算結果を実現するためには供給制約の緩和は必須である。そのため

に DX の活用が重要となり、それが日本の潜在成長率を高めることになる。加

 

3 高林喜久生氏(大阪経済法科大学教授)をリサーチリーダーとする APIR自主研究プロジェクト『関西地域間産業連関表の

利活用』研究チーム(入江啓彰近畿大学短期大学部商経科教授、下山朗大阪経済大学経済学部教授、下田充日本アプライドリ

サーチ研究所主幹研究員)のメンバーと上記 2名が本稿を執筆した。 
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えて海外の旅行者に万博に対する興味を持ってもらうためには、万博と絡めた

旅行コンテンツの磨き上げが重要となる。 

はじめに 

本稿の目的は、最新データを踏まえた大阪・関西万博の経済波及効果の試算を

示すとともに拡張万博の重要性を主張するものである。 

2017 年に最初の大阪・関西万博の経済波及効果の試算が政府から発表4されて

以来、APIR はその後の環境変化を反映し、関西地域間産業連関表を用いて 3度の

試算を発表した5。今回は4度目の試算となる。この背景には、試算の前提(万博関連

事業費用)がこの間大きく上振れたことがある。このため、万博開催に異議を唱える

意見が増えていることも事実である。これらの点を踏まえて今回改定に踏み切った。

振り返ってみると、政府試算が発表された 2017 年以降、世界経済や日本経済は大

きな環境変化に直面することとなった。具体的には、COVID-19 パンデミックやロシ

アのウクライナ侵攻の影響である。結果、インフレの加速と供給制約の高まりが万博

関連事業費用の上振れの重要な背景であり、これらが万博開催に否定的な意見に

つながったとも言えよう6。 

われわれはこのような環境変化の下でも、大阪・関西万博を開催することには重要

な意義があると考えている。これまでの万博は産業発展や技術革新を国際的に披露

する場であったが、最近は人類共通の課題解決を提言する場となっている7。すなわち

万博開催が、関西経済、ひいては日本経済の反転に向けてのまたとないチャンスであ

り、そこには重要な歴史的な意義があると考えている8。またこのチャンスを生かすこと

は、反転を実現するための将来への投資でもある。 

このような歴史的な意義に加えて、1970 年に開催された大阪万博では見られな

かった新たな概念である「拡張万博」の重要性をわれわれは主張したい。拡張万博と

は、「万博のテーマ・時間軸・空間軸の概念を拡張し、関西全体を仮想的なパビリオ

ンに見立て、万博本体では実施しにくい事業も含めて様々な経済活動を展開する取

り組み」を指す。これまでの万博の概念を拡大した理解となっている。拡張万博を意

識することでより大きな成果が生まれると考えている。 

なお、分析ツールとして用いている APIR関西地域間産業連関表は、これまで未発

 
4 詳細は経済産業省(2017)を参照。 
5 アジア太平洋研究所(2019)、アジア太平洋研究所(2022)、稲田義久・入江入啓彰・下山朗・野村亮輔(2023)を参照。 
6 2020年と 22年を比較すれば、エネルギー(全国消費者物価指数：2020年=100)は+21.7%、建設総合デフレータ(建

設工事費デフレータ：2015年=100)は+10.2%の上昇となっている。 
7 ミラノ万博のテーマは「Feeding the Planet, Energy for Life(地球に食料を，生命にエネルギーを)」、ドバイ万博では

「Connecting Minds, Creating the Future（心をつなぎ，未来を創る）」であり、今回の大阪・関西万博のテーマは「いの

ち輝く未来社会のデザイン(Designing Future Society for Our Lives)」となっている。 
8 関西経済反転ためには投資拡大が必要であり、万博開催をチャンスとしてそれを実現できる。詳細は稲田(2022)を参照。 
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表であった奈良県産業連関表 2015 年版を APIR で独自に推計して統合した暫

定版であった。今回新たに 2023年12月に発表された奈良県の産業連関表をそ

れに置き換えた。このため、今回は関西地域間産業連関表(2015 年表：確定版)

を用いた分析となっている9。 

以下の議論の展開は、1.で最新のデータを踏まえた大阪・関西万博の最終需要の

再想定を示す。2.ではこれに基づいて、その経済波及効果の推計結果(基準ケースと

拡張万博のケース)を示す。3.では分析のまとめとその含意を示す。 

 

1. 大阪・関西万博の最終需要の再想定 

ここでは、分析の前提となる最終需要の想定の変化を説明する。万博の開催によ

り発生する最終需要は、①主催者および出展者等による万博関連事業費(会場建

設費、運営費、関連基盤整備等)と、②来場者による消費支出に大別される。 

表 3-1 は前回10と今回の最終需要想定とその変化を示している。今回の特徴は、

これまでの会場建設費(主催者、出展者)、運営費(主催者、出展者)、関連基盤整

備の各カテゴリーに加え、万博準備に向けた自治体費用が追加されたことである。 

以下、カテゴリーごとに前回と今回の想定の変化を説明しよう。 

 

1-1．万博関連事業費の変化 

万博関連事業費は、大阪・関西万博関連事業の進捗を反映した国際博覧会協会

(2023a 及び b)、大阪府市万博推進局(2023)、内閣官房国際博覧会推進本部

事務局 経済産業省商務・サービスグループ(2023)及び有限責任監査法人トー

マツ(2018)の公表資料をもとに想定する11。 

 

【会場建設費(主催者・出展者)】12 

会場建設費について、主催者の総計は前回想定した 1,847 億円から 503 億

円増加し 2,350 億円が計上されている13。主な内訳は、「パビリオン施設、サービ

ス施設」が 1,579 億円、「基盤設備整備(電気、給排水工事等)」が 278 億円、

「駐車場、エントランス」が 174億円、「基盤整備(土木造成、舗装、修景工事等)」

が 132億円、「会場内演出、その他(調査設計費、事務費)」が 57億円となってい

る。うち、インフレや供給制約の高まりの影響もあり、「パビリオン施設、サービス施

 
9 奈良県の新産業連関表を更新した影響については第 1章を参照。 
10 前回試算については稲田・入江・下山・野村(2023)を参照。 
11 最終需要の想定については各参考資料を基に前回試算時の項目に割り振っている。 
12 場建設費(主催者・出展者)の最終需要の想定に用いた詳細な数値については以下の資料を参考にした。主催者：公益財

団法人 2025年日本国際博覧会協会(2023a)p.7、出展者：有限責任監査法人トーマツ(2018)p.11。 
13 会場建設費(主催者側)の総計には全体の工事費に加え、万一の事態に備えた予備費(130億円)が計上されている。 
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設」の費用が前回の 1,103億円から 476億円増加しているのが特徴的である。 

出展者の総計は前回の 650 億円から 374 億円増加し 1,024 億円が計上さ

れている。主な内訳をみれば、「パビリオン施設、サービス施設」が 779 億円、「そ

の他(調査設計費、事務費)」が 167 億円、「会場内演出」が 77 億円となってい

る。前述した主催者側の建設費と同様に「パビリオン施設、サービス施設」が前回

より 285億円増加している。 

 

【運営費(主催者・出展者)】14 

運営費について、主催者側の総計は前回の 809 億円から 550 億円増加し

1,359億円が計上されている。主な内訳は、「会場管理・管理人件費等」が 767億

円、「計画・事業費調整等」が 155 億円、「企画事業・輸送事業等」が 143 億円、

「広告・宣伝等」が 95 億円となっている。なお、前回は設けられていなかった「会場

内の安全確保に万全を期するための費用」の 199 億円が今回新たに計上されてい

る15 。 

出展者の総計は前回の 1,460億円から 620億円増加し 2,080億円が計上さ

れている。主な内訳をみれば、「会場管理・管理人件費等」が 1,248 億円、「広告・

宣伝等」が 499億円、「計画・事業調整等」が 333億円となっている。 

 

【関連基盤整備】 

関連基盤整備の総計は前回の 1,128億円から 822億円減少し、306億円とな

った。大幅減少した理由は、前回はインフラ整備に関係する費用をすべて計上してい

たが、今回は万博開催に発生する事業費のみを切り出して計上したためである。主な

内訳は、「鉄道整備等(地下鉄中央延伸及び輸送力増強等)」が 47 億円、「道路改

良等(此花大橋・夢舞大橋拡幅等)」が 199 億円、「南エリア埋立の追加工事」が

21億円、「その他」が 38億円となっている。 

 

【万博開催に向けた自治体費用】 

今回新たに計上された費用は万博開催に向けた自治体費用である。主に大阪府

市が行う事業費で、総計は 156億円が計上されている16。主な内訳は、「参加促進」

が 40億円、「機運醸成等」が 39億円、「誘致に要した費用」が 4億円、「万博開催

に向けた機運醸成イベント等」が 47億円、「万博期間中の会場内催事等」が 12億

円、「地域特性等を活かした機運醸成・ホスピタリティ向上」が 24 億円、「未来社会

への投資」が 4 億円、「大阪ヘルスケアパビリオンの事業費」が 20 億円となってい

 
14 運営費の最終需要の想定に用いた詳細な数値については以下の資料を参考にした。主催者：公益財団法人 2025年日本

国際博覧会協会(2023b)「資金計画(運営費)の素案に関する件」、出展者：有限責任監査法人トーマツ(2018)p.11。 
15 この費用に関しては安倍元総理大臣の銃撃事件など受けて経済産業省負担のもと、新たに計上されている。 
16 今回の推計では大阪府市以外の自治体における正確な費用が把握できなかったため、大阪府市の事業費のみを計上した。 
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る。なお、大阪府下の子どもたちへの招待費用については、運営費(主催者)に計上

されており、二重計上をさけるため控除項目として計上した。 

以上の各項目をまとめると、万博関連事業費の総計は7,275億円となり、前回の

5,894億円から 1,381億円(前回比+23.4％)増加している。 

 

表 3-1 万博関連事業費の比較 

 
出所：2025 年日本国際博覧会協会(2023a 及び b)、大阪府市万博推進局

(2023)、内閣官房国際博覧会推進本部事務局 経済産業省商務・サービスグル

ープ(2023)及び有限責任監査法人トーマツ(2018)より作成 

単位：億円

１-1．会場建設費（主催者）：改訂 前回想定 今回想定 差分

基盤整備（土木造成、舗装、修景工事等） 130 132 2

基盤設備整備（電気、給排水工事等） 285 278 -7

駐車場、エントランス 171 174 3

パビリオン施設、サービス施設 1,103 1,579 476

会場内演出 50

その他（調査設計費、事務費） 108

総計 1,847 2,350 503

１-2．会場建設費（出展者）：改訂 差分

パビリオン施設、サービス施設 495 779 285

会場内演出 49 77 28

その他（調査設計費、事務費） 106 167 61

合計 650 1,024 374

２-1．運営費（主催者）：改訂 差分

企画事業・輸送事業等 129 143 14

会場管理・管理人件費等 446 767 321

会場内の安全確保に万全を期するための費用 - 199 199

広告・宣伝等 83 95 12

計画・事業調整等 151 155 4

合計 809 1,359 550

２-2．運営費（出展者）：改訂 差分

会場管理・管理人件費等 876 1,248 372

広告・宣伝等 350 499 149

計画・事業調整等 234 333 99

合計 1,460 2,080 620

３．関連基盤整備：改訂 差分

鉄道整備等（地下鉄中央線延伸および輸送力増強等） 610 47 -563

道路改良等（此花大橋・夢舞大橋拡幅等） 250 199 -51

南エリア埋立の追加工事費用 89 21 -68

その他 179 38 -141

合計 1,128 306 -822

4．万博開催に向けた自治体費用 差分

参加促進 - 40 40

機運醸成等 - 39 39

誘致に要した費用 - 4 4

万博開催に向けた機運醸成イベント等 - 47 47

万博期間中の会場内催事等 - 12 12

地域特性等を活かした機運醸成・ホスピタリティ向上 - 24 24

未来社会への投資 - 4 4

大阪ヘルスケアパビリオンの事業費 - 20 20

控除項目(子どもの無料招待費用) - -34 -34

合計 - 156 156

万博関連事業費の最終需要総計 5,894 7,275 1,381

57 -101
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【各主体の万博費用負担】 

表 3-2 は万博関連事業費用の負担構造を各主体(大阪府市、国、経済界及び博

覧会協会)別に示したものである。会場建設費(主催者)は 2,350 億円を大阪府市、

国、経済界の 3団体でそれぞれ 1/3 ずつ負担することとなっている。また、会場建設

費(出展者)については大阪府市が出展する「大阪ヘルスケアパビリオン」の費用を

大阪府、大阪市がそれぞれ 50 億円ずつ負担する。国については日本館の出展費用

360億円17を負担することとなっている。 

運営費(主催者)は博覧会協会が1,160億円を負担し、費用についてはチケット収

入及びその他の収入で賄われることになっている。また、国の 199 億円(「会場内の

安全確保に万全を期するための費用」)が計上されている。なお、運営費(出展者)に

ついては、各主体の詳細な負担割合が把握できなかったため、合計(2,080億円)の

みを記載した18。 

関連基盤整備については、大阪府が 72 億円、大阪市が 233 億円それぞれ負担

する。また、万博開催に向けた自治体費用については大阪府が 90 億円、大阪市が

67億円となっている。 

 

表 3-2 主体別万博関連事業費用の負担(単位：億円) 

 
注：大阪府市の費用負担には「大阪府下の子どもたちへの招待費用(34億円)」を

控除している。表中の数値は四捨五入をしているため、合計と一致しないものもある。 

出所：2025 年日本国際博覧会協会(2023a 及び b)、大阪府市万博推進局

(2023)、内閣官房国際博覧会推進本部事務局 経済産業省商務・サービスグルー

プ(2023)及び有限責任監査法人トーマツ(2018)より作成 

 

1-2．来場者による消費支出の変化 

【消費単価の再想定】 

 
17 日本館に関する費用(360億円)には運営費も含まれているが、詳細な内訳が把握できなかったため、全額を 1-2．会場建

設費(出展者)に割り振っていることに注意。 
18 内閣官房国際博覧会推進本部事務局 経済産業省商務・サービスグループ(2023)では「途上国等の出展⽀援のための

費⽤(240億円)」と「全国的な機運醸成等に要する費用(38億円+今後の費用)」が計上されているが、詳細な内訳が把握で

きなかったため、便宜上 2-2.運営費(出展者)に割り振っている。 

大阪府 大阪市

1-1．会場建設費（主催者）：改訂 783 392 392 783 783 2,350

1-2．会場建設費（出展者）：改訂 99 50 50 360 565 1,024

2-1．運営費（主催者）：改訂 199 1,160 1,359

2-2．運営費（出展者）：改訂 278 2,080

3．関連基盤整備：改訂 306 72 233 305

4．万博開催に向けた自治体費用 156 90 67 157

合計 1,344 603 741 1,620 1,348 1,160 7,275

大阪府市 国 経済界 博覧会協会 合計
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消費単価の想定にあたっては、前回試算ではコロナ禍前の 2019年平均の値を

用いたが、今回は 2023 年 1-9 月期平均の支出金額を用いている19。更に日本

人及び外国人の平均支出額を平均泊数(日本人：2.2 泊、外国人：11.1 泊)で除

して、1人 1泊ベースの消費単価に変換している(表 3-3)。これをもとに人数や泊

数を乗じて支出額が決まる(表 3-4)。なお、消費単価の計算には、観光庁「旅行・

観光消費動向調査」及び「訪日外国人消費動向調査」を基礎資料として用いた。 

 

表 3-3 国内客及び海外客消費単価の想定(単位：円) 

 
注：国内宿泊客および海外客は 1人 1泊あたりの消費額 

出所：観光庁『旅行・観光消費動向調査』及び『訪日外国人消費動向調査』より

作成 

 

【消費支出の再想定】 

大阪・関西万博の想定来場者数は、日本国際博覧会協会(2020)に従い、来場

者総数を約 2,820 万人(1 日当たりの平均来場者数 15.4 万人)とする。その内

訳は、広域関西エリアから約 1,560万人、関西以外の国内地域から約 910万人、

海外から約 350 万人(同 1.9 万人)である。なお、2005 年の愛・地球博の来場

者総数は 2,204 万 9,544 人(1 日当たりの平均来場者数 12.0 万人)、うち海

外からの来場者数は 104.9 万人であった。なお、2005 年の訪日外客数は

672.8万人だが、足下の 2023年は 2,506.6万人と 3.7倍となっており、想定

されている海外客数については実現の可能性は高いと考えられる。 

ここで基準ケースとして、広域関西エリアからの来場者は日帰り、関西以外の国

内地域からの来場者は関西で 1泊すると想定する。また海外からの来場者は 3泊

4日と想定する。 

次に拡張万博ケースでは、万博参加の機運醸成によるリピーター増や、夢洲会場

以外の各地で実施されるイベントへの追加的な参加を想定している。このケースで

は、宿泊者数の泊数が増加するケース(以下では拡張万博ケース1と呼ぶ)と、これ

 
19 単価の改定にあたってはコロナ禍の影響が収束し、また政府や自治体による旅行需要喚起策の影響が含まれない 2023

年以降のデータを用いた。 

前回推計 今回推計

国内

日帰り客

国内

宿泊客
海外客

国内

日帰り客

国内

宿泊客
海外客

交通費 7,665 8,111 1,885 交通費 7,782 8,823 2,130

宿泊費 0 9,210 5,352 宿泊費 0 11,580 6,489

飲食費 3,462 4,439 3,928 飲食費 4,263 5,443 4,371

買物代 5,332 3,923 6,030 買物代 6,033 4,627 4,810

娯楽サービス 4,979 3,327 722 娯楽サービス 6,179 4,064 1,110

計 21,438 29,011 17,917 計 24,256 34,538 18,911
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に加えて日帰り客が増加するケース(以下では拡張万博ケース 2 と呼ぶ)の 2パター

ンを検討する。 

拡張万博ケース 1・ケース 2 ともに、国内宿泊客の泊数は 1 泊から 2 泊に、海外

客は 3 泊から 5 泊に、それぞれ増えるとする。また海外客の 2 泊増については、1

泊は大阪で、もう 1 泊は国内の宿泊客と同様のシェアになるとする20。なお拡張万博

ケースでの消費各費目の増加分については以下のように想定している。国内宿泊者

について、宿泊費は 2 泊分、交通費、飲食費、娯楽サービス費については 1.5 泊分

の単価を想定している。また、海外客について、宿泊は 5 泊分の単価、交通費、飲食

費、娯楽サービス費については 4.5泊分の単価を想定している。 

これに加えてケース 2では日帰り客の交通費・飲食費・娯楽サービス費が 20％増

えるとする。愛知万博の経験によれば、来場者の約40%がリピーターと報告されてい

る21。関西各自治体の努力により、すなわち関西各府県のパビリオン化により国内日

帰り客が更に 20%増加し、大阪以外の当該地域を訪問するという想定を行った。

2023 年 1-9 月期における関西圏の国内日帰り客(大阪府を除く)の訪問パターン

を観光庁「旅行・観光消費動向調査」より計算し、その想定で各府県の消費支出額を

試算した。 

以上の想定の結果、来場者による消費支出は表 3-4 のようになる。消費支出総額

は、基準ケースでは 8,913 億円(前回比+1,047 億円、+13.3％)、拡張万博ケー

ス 1では 1兆 1,654億円(同+1,510億円、+14.9％)、拡張万博ケース 2では

1兆 2,411億円(同+1,765億円、+16.6％)となる。 

 

  

 
20 国内宿泊客及び外国人客の延泊分の宿泊先については観光庁「宿泊旅行統計調査」(2023年 1-9月分)を用いて、大

阪府を除く 1府 8県の延べ宿泊者シェアを用いて算出している。 
21 詳細については愛・地球博閉幕後データ集を参照。 
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表 3-4 来場者による消費支出(単位：億円) 

 
出所：筆者作成 

 

 

2. 経済波及効果の再推計 

1.の最終需要の再想定を基に、APIR 関西地域間産業連関表22を用いて経済

波及効果を計算した。3 つのカテゴリー(生産誘発額、粗付加価値誘発額、雇用者

所得誘発額)からみた経済波及効果23(基準ケース、拡張万博ケース 1、拡張万博

ケース 2)が図 3-1 に示されている。なお、府県別でみた経済波及効果(生産誘発

額)については後掲参考表 1を参照。 

生産誘発額は基準ケースで2兆7,457億円、拡張万博ケース1で3兆2,384

億円、拡張万博ケース 2で 3兆 3,667億円となる。 

粗付加価値誘発額は基準ケースで 1 兆 5,847 億円、拡張万博ケース 1 で 1

兆 8,500億円、拡張万博ケース 2で 1兆 9,265億円となる。 

雇用者所得誘発額は基準ケースで 8,357 億円、拡張万博ケース 1 で 9,672

 
22 関西と関西以外の経済は移出入を通じて影響を受ける。そこで関西以外の地域「その他地域」における移出・移入以外の取
引額については、全国表の値から 2府 8県を差し引くことにより計算している。 
23 産業連関表を用いての経済波及効果の推計においては、最終需要の変化に逆行列を乗じて計算される 1次波及効果と、

そこから生み出される所得増から発生する消費増からの効果(2次波及効果)を考慮している。なお、経済波及効果の計算フロ

ーについては、後掲参考図 1を参照。 

前回推計 今回推計

基準ケース 基準ケース

国内

日帰り客

国内

宿泊客
海外客 計

国内

日帰り客

国内

宿泊客
海外客 計

交通費 1,196 738 198 2,132 交通費 1,214 803 224 2,240

宿泊費 0 838 562 1,400 宿泊費 0 1,054 681 1,735

飲食費 540 404 412 1,356 飲食費 665 495 459 1,619

買物代 832 357 633 1,822 買物代 941 421 505 1,867

娯楽サービス 777 303 76 1,155 娯楽サービス 964 370 117 1,450

計 3,344 2,640 1,881 7,866 計 3,784 3,143 1,986 8,913

拡張万博ケース1(宿泊増) 拡張万博ケース1(宿泊増)

国内

日帰り客

国内

宿泊客
海外客 計

国内

日帰り客

国内

宿泊客
海外客 計

交通費 1,196 1,107 297 2,600 交通費 1,214 1,204 335 2,754

宿泊費 0 1,676 937 2,613 宿泊費 0 2,108 1,136 3,243

飲食費 540 606 619 1,765 飲食費 665 743 688 2,096

買物代 832 357 633 1,822 買物代 941 421 505 1,867

娯楽サービス 777 454 114 1,345 娯楽サービス 964 555 175 1,693

計 3,344 4,201 2,599 10,144 計 3,784 5,031 2,839 11,654

拡張万博ケース2(宿泊増+日帰り客増) 拡張万博ケース2(宿泊増+日帰り客増)

国内

日帰り客

国内

宿泊客
海外客 計

国内

日帰り客

国内

宿泊客
海外客 計

交通費 1,435 1,107 297 2,839 交通費 1,457 1,204 335 2,997

宿泊費 0 1,676 937 2,613 宿泊費 0 2,108 1,136 3,243

飲食費 648 606 619 1,873 飲食費 798 743 688 2,229

買物代 832 357 633 1,822 買物代 1,129 421 505 2,056

娯楽サービス 932 454 114 1,500 娯楽サービス 1,157 555 175 1,886

計 3,847 4,201 2,599 10,646 計 4,541 5,031 2,839 12,411



 

15 

億円、拡張万博ケース 2で 1兆 42億円となる。 

 

 
図 3-1 基準ケース・拡張万博ケースの経済効果 

出所：筆者作成 

 

2-1．基準ケース：万博関連事業費の効果、消費支出の効果 

図 3-1 は万博関連事業費と消費支出の総効果であったが、以下では総効果を 2

つのカテゴリーに分割する。 

図 3-2 は基準ケースにおける経済波及効果を万博関連事業費と消費支出に分け

て示している。 

万博関連事業費の生産誘発額は1兆4,102億円、粗付加価値誘発額は8,055

億円、雇用者所得誘発額は 4,632億円となる。 

消費支出の生産誘発額は 1兆 3,355億円、粗付加価値誘発額は 7,792億円、

雇用者所得誘発額は 3,726億円となる。 

 

27,457

15,847

8,357

32,384 

18,500 

9,672 

33,667 

19,265 

10,042 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000

生産誘発額

粗付加価値誘発額

雇用者所得誘発額

基準ケース 拡張万博ケース1 拡張万博ケース2
単位：億円
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図 3-2 万博関連事業費および消費支出の経済波及効果：基準ケース 

出所：筆者作成 

 

2-2．拡張万博の経済波及効果 

図 3-3及び 3-4は前述の図 3-2の基準ケースに対して、拡張万博ケースの経

済波及効果を示している。 

 

 
図 3-3 万博関連事業費および消費支出の経済波及効果：拡張万博ケース 1 

出所：筆者作成 

14,102

8,055
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13,355

7,792
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0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000
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雇用者所得誘発額

単位：億円
万博関連事業費 来場者の消費支出

27,457

15,847

8,357

14,102
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18,282
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5,040
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粗付加価値誘発額

雇用者所得誘発額

単位：億円
万博関連事業費 来場者の消費支出

32,384

18,500

9,672
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図 3-4 万博関連事業費および消費支出の経済波及効果：拡張万博ケース 2 

出所：筆者作成 

 

なお、拡張万博ケースの経済波及効果については消費支出のみに発生するので、

表 3-5では消費支出への影響をみている。 

拡張万博ケース 1 における消費支出の生産誘発額は 1 兆 8,282 億円、粗付加

価値誘発額は 1 兆 445 億円、雇用者所得誘発額は 5,040 億円となる。基準ケー

スに比して生産誘発額は 4,927 億円、粗付加価誘発額は 2,653 億円、雇用者所

得誘発額は 1,315億円それぞれ上振れしている。 

拡張万博ケース 2 における消費支出の生産誘発額は 1 兆 9,565 億円、粗付加

価値誘発額は 1 兆 1,210 億円、雇用者所得誘発額は 5,410 億円となる。基準ケ

ースに比して生産誘発額は 6,210 億円、粗付加価誘発額は 3,418 億円、雇用者

所得誘発額は 1,684億円それぞれ上振れしている。 

 

表 3-5 経済波及効果の比較 

 
出所：筆者作成 

 

2-3．府県別経済波及効果 

図 3-5 は基準ケースにおける府県別にみた経済波及効果(生産誘発額)を示した

ものである。 

基準ケースでは大阪府が 2兆 621億円と他府県に比してその効果は圧倒的であ

14,102

8,055

4,632

19,565

11,210

5,410

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000

生産誘発額

粗付加価値誘発額

雇用者所得誘発額

単位：億円
万博関連事業費 来場者の消費支出

33,667

19,265

10,042

単位：億円

拡張ケース１

(b)-(a)

拡張ケース２

(c)-(a)

生産誘発額 27,457 32,384 33,667 4,927 6,210

粗付加価値誘発額 15,847 18,500 19,265 2,653 3,418

雇用者所得誘発額 8,357 9,672 10,042 1,315 1,684

基準ケースとの差分
基準ケース

(a)

拡張万博

ケース1(b)

拡張万博

ケース2(C)
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る。次いでその他地域が 4,846億円、兵庫県が 722億円と続く。なお、その他地

域においても経済波及効果が発生しているが、これは主に大阪府で発生する新規

需要の効果(直接需要)を満たすために、大阪府以外の他地域で一定程度の需要

が発生していることを意味している。また、府県別の万博関連事業費及び消費支出

の経済波及効果については後掲参考表 3-2-1及び 3-2-2に示されている。 

 

 
図 3-5 府県別経済波及効果：基準ケース 

出所：筆者作成 

 

次に、拡張万博ケース1及び2での生産誘発額が基準ケースに比べてどの程度

変化したかを、府県別にみてみよう。図 3-6 は府県別の 2 つの拡張万博のケース

と基準ケースを比較した場合の乖離幅を示したものである。図が示すように、いず

れのケースにおいても最も大きく増加しているのは、京都府(拡張万博ケース 1：

1,721億円、拡張万博ケース2：1,882億円)であり、次いでその他地域(拡張万

博ケース 1：882 億円、拡張万博ケース 2：1,044 億円)、兵庫県(拡張万博ケー

ス 1：793億円、拡張万博ケース 2：997億円)と続く。 

また、後掲参考表 3-1 が示すように経済波及効果の地域別シェアをみれば、大

阪府のシェアが基準ケースの75.1%から、拡張万博ケース2では62.6%まで低

下する一方で、他府県のシェアが上昇している。なお、消費支出分で見れば大阪府

のシェアが基準ケースの 75.5%から、拡張万博ケース 2では 53.8%まで低下し

ており、大阪府以外の他府県のシェアが一層上昇している。このように本試算結果

は関西各地で観光客にとって魅力的なコンテンツ開発で盛り上げ、一層の日帰り

消費や滞在型消費を促進することができれば、経済波及効果を十分に高められる

ことを示唆している。 

 

20,621

722

4,846

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

福
井
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

徳
島
県

そ
の
他
地
域

(億円)



 

19 

 
図 3-6 府県別拡張万博の経済波及効果：基準ケースからの乖離幅 

注：万博関連事業費及び来場者の消費支出の経済波及効果については後掲参考

図表参照。 

出所：筆者作成 

 

 

3. 分析のまとめと含意 

【今回の経済波及効果の要約と比較】 

表3-6-1は前回と今回の最終需要の想定を比較したものである。前回は、万博関

連事業費を 5,894 億円としていたが、今回は最新のデータを反映し万博関連事業

費を 7,275億円とした。また、基準ケースの消費支出は前回 7,866億円としたが、

今回は 8,913 億円となった。前回より万博関連事業費は 1,381 億円(前回比

+23.4％)、消費支出は 1,047億円(同+13.3％)と上振れた。 

また、前回と今回の経済波及効果を比較したのが表 3-6-2である。前回基準ケー

スの経済波及効果は全体で 2 兆 3,759 億円であったが、今回は 2 兆 7,457 億

円と 3,698 億円上振れている(前回比+15.6％)。また、拡張万博の効果を考慮し

た場合、ケース 1 では 4,509 億円(同+16.2％)、ケース 2 では 4,849 億円(同

+16.8％)とそれぞれ上振れている。 

なお、経済産業省(2017)では、入場者想定規模 3,000 万人、建設費(0.2 兆

円)、運営費(0.2 兆円)、消費支出(0.7 兆円)の最終需要額が、全国への経済波及

効果として、それぞれ 0.4兆円、0.4兆円、1.1兆円と試算している。 
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表 3-6-1 最終需要の比較 

 
 

図表 3-6-2 経済波及効果の比較 

 
出所：筆者作成 

 

【試算の読み方と留保条件】 

2.においては万博関連最終需要の値を想定し、APIR 関西地域産業連関表24を

用いてその経済波及効果を試算した。得られた試算値は、最終需要が発生した場

合、その需要を満たすために直接・間接に一定の産業構造の下でどの程度の需要

が諸産業に発生するかを計算したものである。ただし、産業連関分析で得られた経

済波及効果は、明瞭な供給制約がないことを前提としている。2024 年問題が議

論されているが、万博会場建設のボトルネックとなる可能性が出てくることには注

意しておかなければならない。その意味で本試算値は一定の幅を持って理解され

る必要がある。 

この試算結果を実現するためには供給制約の緩和は必須である。そのために

DX(例えば建設業や交通における「MaaS」)の活用が重要となり、それが日本の

 
24 各府県の単独の産業連関表では自給率が低い産業では漏れが大きくなり、直接効果が抑制されるが、「地域間産業連関
表」では、すべての(国内)需要がいずれかの地域の需要として捉えられるため、波及効果をより正確に把握できる特徴がある。 

基準ケース
拡張万博

ケース1

拡張万博

ケース2

前回(億円) 5,894 7,866 10,144 10,646

今回(億円) 7,275 8,913 11,654 12,411

乖離幅(億円) 1,381 1,047 1,510 1,765

乖離率(%) 23.4 13.3 14.9 16.6

万博関連事業費

消費支出

単位：億円、％

今回試算 基準ケース
拡張万博

ケース1

拡張万博

ケース2

生産誘発額 27,457 32,384 33,667

粗付加価値誘発額 15,847 18,500 19,265

雇用者所得誘発額 8,357 9,672 10,042

　前回試算 基準ケース
拡張万博

ケース1

拡張万博

ケース2

生産誘発額 23,759 27,875 28,818

粗付加価値誘発額 13,599 15,820 16,382

雇用者所得誘発額 7,206 8,312 8,588

(今回-前回:上振れ額) 基準ケース
拡張万博

ケース1

拡張万博

ケース2

生産誘発額 3,698 4,509 4,849

粗付加価値誘発額 2,248 2,680 2,883

雇用者所得誘発額 1,151 1,361 1,454

(今回-前回:上振れ率) 基準ケース
拡張万博

ケース1

拡張万博

ケース2

生産誘発額 15.6 16.2 16.8

粗付加価値誘発額 16.5 16.9 17.6

雇用者所得誘発額 16.0 16.4 16.9
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潜在成長率を高めることになる。本試算では、万博関連需要(建設費、運営費、開催

に向けた自治体費用)と消費支出にわけて経済波及効果を計算している。前者につ

いては供給制約の緩和が重要であり、後者については海外の旅行者が万博に興味

を持ってもらうためには、万博と絡めた旅行コンテンツの磨き上げが重要となる。 
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参考表 3-1 府県別大阪・関西万博の経済波及効果：総効果 

 
 

参考表 3-2-1 府県別大阪・関西万博の経済波及効果の分割：万博関連事業分 

 
 

参考表 3-2-2 府県別大阪・関西万博の経済波及効果の分割：消費支出分 

 
出所：筆者作成 

 

基準ケース 拡張万博ケース1 拡張万博ケース2
拡張万博

ケース1-基準

拡張万博

ケース2-基準

拡張万博

ケース2-ケース1

基準ケース

シェア

拡張万博ケース1

シェア

拡張万博ケース2

シェア

福井県 78 278 359 199 280 81 0.3 0.9 1.1

三重県 359 719 865 360 506 146 1.3 2.2 2.6

滋賀県 201 452 535 251 334 83 0.7 1.4 1.6

京都府 242 1,963 2,124 1,721 1,882 161 0.9 6.1 6.3

大阪府 20,621 20,874 21,069 254 448 194 75.1 64.5 62.6

兵庫県 722 1,515 1,719 793 997 204 2.6 4.7 5.1

奈良県 76 165 246 88 170 81 0.3 0.5 0.7

和歌山県 192 385 436 193 244 51 0.7 1.2 1.3

鳥取県 32 156 193 125 161 37 0.1 0.5 0.6

徳島県 89 210 232 121 142 22 0.3 0.6 0.7

その他地域 4,846 5,668 5,889 822 1,044 221 17.6 17.5 17.5

総計 27,457 32,384 33,667 4,927 6,210 1,283 100.0 100.0 100.0

基準ケース 拡張万博ケース1 拡張万博ケース2
拡張万博

ケース1-基準

拡張万博

ケース2-基準

拡張万博

ケース2-ケース1

基準ケース

シェア

拡張万博ケース1

シェア

拡張万博ケース2

シェア

福井県 36 36 36 0 0 0 0.3 0.3 0.3

三重県 186 186 186 0 0 0 1.3 1.3 1.3

滋賀県 124 124 124 0 0 0 0.9 0.9 0.9

京都府 101 101 101 0 0 0 0.7 0.7 0.7

大阪府 10,535 10,535 10,535 0 0 0 74.7 74.7 74.7

兵庫県 392 392 392 0 0 0 2.8 2.8 2.8

奈良県 48 48 48 0 0 0 0.3 0.3 0.3

和歌山県 104 104 104 0 0 0 0.7 0.7 0.7

鳥取県 14 14 14 0 0 0 0.1 0.1 0.1

徳島県 34 34 34 0 0 0 0.2 0.2 0.2

その他地域 2,528 2,528 2,528 0 0 0 17.9 17.9 17.9

総計 14,102 14,102 14,102 0 0 0 100.0 100.0 100.0

基準ケース 拡張万博ケース1 拡張万博ケース2
拡張万博

ケース1-基準

拡張万博

ケース2-基準

拡張万博

ケース2-ケース1

基準ケース

シェア

拡張万博ケース1

シェア

拡張万博ケース2

シェア

福井県 43 242 323 199 280 81 0.3 1.3 1.7

三重県 173 533 679 360 506 146 1.3 2.9 3.5

滋賀県 77 328 411 251 334 83 0.6 1.8 2.1

京都府 141 1,862 2,023 1,721 1,882 161 1.1 10.2 10.3

大阪府 10,086 10,340 10,534 254 448 194 75.5 56.6 53.8

兵庫県 330 1,123 1,327 793 997 204 2.5 6.1 6.8

奈良県 28 116 197 88 170 81 0.2 0.6 1.0

和歌山県 88 281 332 193 244 51 0.7 1.5 1.7

鳥取県 18 142 179 125 161 37 0.1 0.8 0.9

徳島県 55 176 198 121 142 22 0.4 1.0 1.0

その他地域
2,318 3,140 3,361 822 1,044 221 17.4 17.2 17.2

総計 13,355 18,282 19,565 4,927 6,210 1,283 100.0 100.0 100.0
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参考図 3-1 経済波及効果の計算フロー 

出所：筆者作成 
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第４章 観光周遊化促進による経済効果25 
 

入江 啓彰 

下山 朗 

下田 充 

野村 亮輔 

稲田 義久 

高林 喜久生 

はじめに 

第4章では、訪日外国人旅行客に対する「周遊化促進」を取り上げる。関西では大

阪・関西万博の開催を契機として、様々な取り組みがなされており、こうした関西にお

ける観光の周遊化促進に関する計画やツアープログラムを紹介する。そして周遊化プ

ログラムの浸透により、訪日外国人旅行客の旅行需要拡大・高付加価値化が実現し

た際の経済効果について検討する。ここでは関西観光本部「THE EXCITING 

KANSAI」で紹介されているツアープログラムを取り上げて検討する。 

 

 

1. 関西における観光の周遊化・広域化・高付加価値化に向けた取り組み 

まず関西における観光の周遊化促進に関する計画やツアープログラムを紹介する。

具体的には、国際博覧会推進本部による「2025 年大阪・関西万博アクションプラ

ン」、近畿地方整備局・近畿運輸局・関西観光本部による「大阪・関西万博に向けた

関西観光アクションプラン」、 関西観光本部による「THE EXCITING KANSAI」を

取り上げる。 

 

①2025年大阪・関西万博アクションプラン（国際博覧会推進本部） 

国際博覧会推進本部による「2025 年大阪・関西万博アクションプラン」（Ver.3、

2022 年 12 月公表）は、25 年の大阪・関西万博開催に向けて各省庁が取り組む

施策、今後の実施方針等をまとめたものである。2021年 12月に Ver.1が公表さ

れ、以降 2022 年 6 月、2022 年 12 月と約半年ごとに改定されている。観光につ

いては「大阪・関西万博の機会を活用した訪日プロモーション」（Ver.1, 2）、「大

阪・関西万博を契機とした全国への誘客促進」（Ver.3）が重要テーマの 1 つとして

掲げられている。基本的な方向性としては、内閣官房・観光庁が実施主体となり、博

覧会協会や DMO（観光地域づくり法人）と連携し、観光資源の磨き上げやコンテン

ツの充実、DX推進を図り地域のブランド化につなげるとする。また特に重点的に取り

組むべき事業として、質の高い魅力的な観光周遊ルートの構築、広域周遊を含むモ

 
25 本章はアジア太平洋研究所(2023)の第 6章 3節の内容を一部抜粋し、編集したものである。 
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デルコースの創出・観光コンテンツの充実が挙げられている。 

 

②大阪・関西万博に向けた関西観光アクションプラン（近畿地方整備局・近畿運輸

局・関西観光本部） 

次に、近畿地方整備局・近畿運輸局・関西観光本部による「大阪・関西万博に向け

た関西観光アクションプラン」（Ver.2、2023年8月改定）では、上記「2025年大

阪・関西万博アクションプラン」で示された基本的な方向性に基づき、観光産業に特

化して、より具体的な取り組み内容が示されている。例えば関西の観光回復に向けて

促進する取り組みとして、旅行需要の変化を踏まえた新たな観光コンテンツ創出（魅

力向上）、持続可能な観光地域づくり（地域の取り組み）、観光業の体質強化（DXの

導入等）が挙げられている。関西を国際競争力のある観光地域とするために、地域に

おける観光資源を「面」としてコーディネートするため「テーマとストーリー」「人材」

「情報」「交通」の 4 つの視点で地域をつなげることで「住んでよし、訪れてよし」の

観光地域づくりを目指すとしている。地域間の移動には、関西 MaaS アプリを活用し、

公共交通機関による地域間のシームレスな移動を推進するという。 

また大阪・関西万博に向けて「関西全体をパビリオン化することで万博来場者の関

西周遊を促進する」と述べられている（図 4-1）。地域性を活かしたコンテンツ造成

や観光の高付加価値等の取り組みを推進するとしており、昨年の白書でのわれわれ

の主張と共通している。 

 

 
図 4-1 関西全体のパビリオン化のイメージ 

出所：近畿地方整備局・近畿運輸局・関西観光本部による「大阪・関西万博に向け

た関西観光アクションプラン」 
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③ THE EXCITING KANSAI（関西観光本部） 

関西観光本部は、訪日外国人旅行者を対象として、関西広域での周遊化・新しい

滞在圏の形成を目的とする広域観光ルート「THE EXCITING KANSAI」を作成し

ている。「THE EXCITING KANSAI」では関西の 8つの観光ルートをブランディン

グしている。京都、大阪、神戸、奈良をコアエリアとしながら、関西一円を周遊し宿泊す

る新しい滞在圏を提案している（ルートは表 4-1 参照）。THE EXCITING 

KANSAI のホームページでは、8 つの観光ルートごとに、周遊化・広域化・高付加価

値化をキーコンセプトとするモデルコースや体験プログラムが例示されている。 

2.では「THE EXCITING KANSAI」で示されている観光ルートのうち、山陰海

岸エリアでのセルフガイドツアーのモデルコースを取り上げる26。また地域経済への

影響について関西地域間産業連関表を用いた分析結果を示す。 

 

表 4-1 「THE EXCITING KANSAI」での観光ルート 

 
出所：関西観光本部「THE EXCITING KANSAI」HP、資料より作成 

 

2. 関西観光本部による広域観光促進の経済効果 

ここでは、前述した「THE EXCITING KANSAI」における山陰海岸エリアでのセ

ルフガイドツアーのモデルコースを取り上げ、広域化・周遊化の浸透により、訪日外

国人旅行客の旅行需要拡大・高付加価値化が実現した際の経済効果について検討

する。8 つのルートのうち、山陰海岸エリアを取り上げるのは、複数府県に跨がり、宿

泊を含む広域・周遊ツアーが具体的に示されているためである。 

今回取り上げる山陰海岸エリアの周遊ツアーの概要を表４-2 に示している。レンタ

カーを利用し、兵庫県豊岡市を中心としたエリア、京都府北部の海沿いを中心とした

丹後地方を訪問する。主な行程は次の通りである。1 日目は、関西国際空港でレンタ

カーを借り、兵庫県出石町の散策、豊岡市での豊岡カバンの工房巡り等を体験し、城

崎温泉においてラグジュアリーな施設に宿泊する。2 日目には、豊岡市周辺で様々な

 
26 セルフガイドツアーとは欧米富裕層を中心に広がっている旅行形態であり，旅行行程・交通・宿泊を事前に手配し，専用マッ
プ・ガイドブックを手に，旅行者自身のペースで観光・滞在を楽しむものである． 
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体験を行った後に、天橋立がある京都府北部の沿海部を訪れる。3日目には、天橋立

の近隣地域で遊覧船に乗るなどの体験活動を行い、関西国際空港に戻るといった行

程である。この周遊ツアーの特徴は、各地域の観光資源、食材、名産品や土産品をふ

んだんに盛り込んだツアーになっていること、ラグジュアリーな施設での宿泊により観

光客の満足度を高めるとともに、従来の個人旅行より高付加価値化を図るプランとな

っていることが挙げられる。 

以下では、関西地域間産業連関表（暫定表）を用いて表 4-2 で示した周遊ツアー

を前提とし、訪日外国人旅行客の観光需要拡大・高付加価値化の実現による地域経

済に与える経済効果を計測する（これを「高付加価値ケース」と呼ぶ）。また比較とし

て、兵庫県、京都府を訪問先とする従来型の旅行ツアー（以下これを「ベースケース」

と呼ぶ）による経済効果の計測もあわせて行う。 

 

表 4-2 「THE EXCITING KANSAI」での山陰海岸エリア周遊ツアーの概要 

 
出所：関西観光本部「THE EXCITING KANSAI」HPより作成 

 

表 4-3 は、ベースケースと高付加価値ケースの 1 人当たり費用（単価）を比較し

たものである。ベースケースでは、観光庁「訪日外国人消費動向調査」より、兵庫県と

京都府の 1 人当たり費用を整理している。高付加価値ケースでは、表 4-2 で示した
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プログラムに基づき、各単価を想定した。 

なおベースケースと高付加価値ケースの違いとして、第一に宿泊費が挙げられる。

ベースケースでは現時点の兵庫県・京都府での平均的な消費単価となっており、比

較的安価なホテルも含んだ結果となっているが、高付加価値ケースではラグジュアリ

ーな施設での宿泊を想定しているため、1 人当たり費用が大きくなっている。第二に、

高付加価値ケースではツアーの行程に基づき、兵庫県で豊岡カバン、京都府で伝統

工芸品の購入を想定し、これを買物代に反映している。このため、ベースケースに比

べると買物代も単価が大きくなっている。第三に、高付加価値ケースでは、交通費とし

て大阪府でレンタカー代、高速道路利用料等が発生すると想定している。 

 

表 4-3 各ケースでの 1人当たり費用の比較 

 
出所：観光庁「訪日外国人消費動向調査」及び関西観光本部「THE EXCITING 

KANSAI」プログラム等より作成 

 

表 4-3 の単価をもとに、2019 年における豊岡市の外国人延べ宿泊者数である

4.1 万（人泊）を乗じ、関西地域間産業連関表（暫定版）の地域別産業別の項目に

割り当て、経済効果を算出した27。両ケースの生産誘発額、粗付加価値誘発額、雇用

者所得誘発額は図 4-2 のようになる。生産誘発額ではベースケース 50 億円、高付

加価値ケース 134 億円、粗付加価値誘発額ではベースケース 27 億円、高付加価

値ケース 70 億円、雇用者所得効果ではベースケース 13 億円、高付加価値ケース

34 億円となっている。いずれの結果でみても、高付加価値ケースの効果額はベース

ケースの 2.5倍程度になっている。 

 

 
27 一般的な産業連関分析では，新たに発生した最終需要に対して各地域・各産業の自給率を乗じて地域内で発生した最終需
要を算出する．しかし今回の分析では，各地域での観光資源の活用を想定していることから，ベースケース・高付加価値ケースと

もに自給率を 100%としている． 
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図 4-2 各ケースの経済効果の比較 

出所：筆者作成 

 

次に表 4-4 より、生産誘発額により地域別の経済効果をみていく。ベースケース・

高付加価値ケースともに生産誘発効果全体のうち京都府が約 40%、兵庫県が約

35%を占めている。どちらのケースでも京都府の宿泊費が高くなっているため、生産

誘発効果のシェアは京都府が最大となっている。また高付加価値ケースでは、京都府

のシェアが上昇している一方、関西以外のシェアが 1.1%ポイント減少している。この

結果は、地域の観光資源を有効活用したツアーを実施することで、経済波及効果が

地域内に留まることを示唆している。 

  

表 4-4 地域別にみた生産誘発効果 

 
注：その他関西には、福井県・三重県・滋賀県・奈良県・和歌山県・鳥取県・徳島県

が含まれる。関西以外は、国内の関西以外の地域を指す。 

出所：筆者作成 

 

さらに、生産誘発効果を地域別・産業別に示すと表 4-5 のようになる。ベースケー

スでは、サービス業での効果が最も大きく、ついで製造業、商業となっている。高付加

価値ケースでもサービス業での効果が最も大きいが、全体に占めるシェアはベースケ

ースに比べて若干低下している。その代わりに、製造業や運輸・通信業のシェアが拡

大している。高付加価値ケースでの兵庫県の製造業での生産誘発効果はベースケー

ス比で 5倍程度、京都府の製造業も 2.5倍程度の増加となっている。 

最後に観光需要拡大・高付加価値化が地域経済に与えるインパクトについて確認
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する。京都府・兵庫県における粗付加価値効果額の両ケースの差分と、京都府丹後

地域及び兵庫県豊岡市の域内総生産（名目 GRP）に対する比率はそれぞれ表 4-6

のようになる28。京都府での効果の丹後地域経済に対する比率は0.49%、兵庫県で

の効果の豊岡市経済に対する比率は 0.59%となる。ツアーの行程を高付加価値コ

ースに変更することにより、一定程度の経済波及効果が当該地域において追加的に

発生することがわかる。 

 

表 4-5 地域別・産業別にみた生産誘発効果 

 
注：地域区分は表 4 と同じ。 

出所：筆者作成 

  

表 4-6 地域経済（粗付加価値ベース）への影響 

 
注：名目 GRPは利用可能な最新データとなる 2019年の値を用いている。丹後地

域には宮津市・京丹後市・伊根町・与謝野町が含まれる。 

出所：豊岡市「令和 4 年度豊岡市統計書」、京都府「令和元年度京都府市町村民

経済計算」より作成 

 

おわりに：万博を契機に高付加価値化を目指す関西経済 

第 4 章では、関西における観光の周遊化促進に関する取り組みを紹介した上で、

関西観光本部による山陰海岸エリアでの高付加価値ツアーを取り上げ、周遊化促進

の経済効果を計測した。計測結果から、周遊化促進・高付加価値化は当該地域のみ

ならずより広く関西全域に経済波及効果をもたらすことが明らかになった。 

関西では 2025 年に大阪・関西万博の開催が予定されており、その経済効果を持

続的・広域的に展開する取り組みが必要である。万博の経済効果を特定の地域や特

定の時期に留めるのでは不十分であり、持続的・広域的に展開していく仕掛けを積

 
28 京都府丹後地域には宮津市・京丹後市・伊根町・与謝野町が含まれる．なお，ここでの粗付加価値効果は兵庫県，京都府全
体への波及であり，豊岡市と丹後地域に限ったものではない．しかし直接需要の大部分がこれらの地域に向かうことから，それ

ぞれの地域の経済規模（GRP）に対する倍率の最大値としてとらえて差し支えないと考えた． 
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極的に用意することが必要である。万博以降においても、地域ごとの特徴・魅力を十

全に活かすようなイベントやツアープログラムの設計、観光客の誘客を求めていくこ

とが重要となる。第 4 章で示した実践事例のような取り組みが今後関西で次々と展

開され、地域・産業のブランド化・高付加価値化につながることを期待したい。 
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 ・阪神・オリックス優勝の経済効果推計に向けた最終需要想定見直し 

 ・次回予定の確認とそれまでの作業 
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 ・次回予定の確認とそれまでの作業 

 

２０２３年１１月３０日 第１５回研究会 

 ・関西ダービーの経済効果推計に向けた議論 

 ・今後のスケジュールについて 

 

２０２３年１２月２８日 第１６回研究会 

 ・奈良県産業連関表の統合作業 

 ・拡張万博の経済効果再推計 

 ・英文白書原稿の確認のご依頼 

 

２０２４年１月９日 第１７回研究会 

 ・拡張万博の経済効果の再推計の進捗状況 

 ・奈良県産業連関表の統合作業の進捗状況 

 

２０２４年１月１６日 第１８回研究会 

 ・トレンドウォッチ執筆状況 

 ・拡張万博の経済効果の再推計の進捗状況
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